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平成 30 年 5 月 25 日 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

平成 29 年度決算（案） 

プルデンシャル・グループ[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プルデ

ンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF 生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャ

ル生命）]の平成 29 年度（平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）の業績について、

下記の通りお知らせいたします。

契約業績（生命保険会社３社合算：個人保険・個人年金保険）

○新契約高は、8 兆 1,320 億円、前年度から 14.2％の減少

○保有契約高は、78 兆 8,518 億円、前年度末から 2.0％の増加

損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結）

○経常収益は、2 兆 8,036 億円、前年度から 7.4％の増加

○経常利益は、1,894 億円、前年度から 26.3％の増加

○親会社株主に帰属する当期純利益は、1,208 億円、前年度から 55.7％の増加

以上



上記は「個人保険 + 個人年金保険」の金額または件数です。

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの
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注1 ・各社数値は、百万円未満を切り捨てて表示しています。3社合算値は、円単位の各社数値を単純合算し、百万円未満を切り捨てて表示しています。連結数値ではありません。（*保険料等収
入を除く）
・各社の新契約件数は、千件未満を切り捨てて表示しています。3社合算の新契約件数は、各社の1件単位の数値を単純合算し、千件未満を切り捨てて表示しています。
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* 保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。

H28年度末

新契約件数 （千件）

225,850907,299 ▲ 1.4

新契約年換算保険料 （百万円）

▲ 2.1453,094462,753

71,658 ▲ 15.9164,772199,726

2.7 859,096

85,009▲ 17.5 72,708

▲ 1.6
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保険料等収入* （百万円） 2,196,8682,139,877
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プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益
H28年度 H29年度 増減率（％）

26,114 28,036 7.4

保険料等収入　
H28年度 H29年度 増減率（％）

21,398 21,968 2.7

経常利益
H28年度 H29年度 増減率（％）

1,499 1,894 26.3

親会社株主に帰属する
当期純利益

H28年度 H29年度 増減率（％）

776 1,208 55.7

総資産
H28年度末 H29年度末 増減率（％）

162,822 166,057 2.0

連結ソルベンシー・マージン比率
H28年度末 H29年度末

961.5% 942.4%
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連結貸借対照表 
（単位：百万円）

年　　度　 平成28年度 平成29年度
（2017年3月31日現在） （2018年3月31日現在）

　科    目 金　　額 金　　額

325,303 326,303
42,239 31,817

3,110 3,226
14,090,379 14,157,851

1,266,791 1,457,213
104,154 103,059

56,547 56,325
40,862 39,721

2,508 2,290
4,235 4,722

80,073 76,542
17,234 18,014
59,873 55,562

2,966 2,965
20,718 27,989

237,261 287,009
1,226 1,294

112,204 134,599
△  1,179 △  1,200

16,282,282 16,605,706

14,921,318 15,354,195
74,094 81,279

14,813,266 15,239,728
33,957 33,187
40,915 42,701

351,629 263,160
102,623 107,929

2,340 2,393
234,528 240,212
234,528 240,212

15,653,356 16,010,593

47,105 47,105
96,334 96,334

289,956 309,485
433,396 452,925
210,933 139,743
△  9,142 9,928
△  6,260 △  7,483
195,530 142,187
628,926 595,113

16,282,282 16,605,706

建 物

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

退 職 給 付 に 係 る 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

土 地

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

再 保 険 貸

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
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連結損益計算書 

（単位：百万円）

年　　度　

　科　　目

金　　額 金　　額

2,611,423 2,803,647
2,139,877 2,196,868

458,706 594,329
402,143 414,454

2,920 50
30,108 74,758
7,162 5,891

- 77,318
1,953 3,822

14,418 18,032
12,838 12,449

2,461,447 2,614,242
1,318,023 1,435,417

208,851 221,091
104,791 104,385
203,703 226,394
415,582 446,003

32 43
13,180 9,010

371,881 428,487
712,189 433,648

3,225 7,184
708,930 426,462

33 2
50,448 364,082

530 284
14,161 44,370
3,428 1,383

564 723
18,361 -
8,864 313,385

134 34
13 1

1,437 1,194
2,951 2,704

332,876 334,624
47,909 46,468

149,975 189,405
6,487 156
6,487 156

38,763 5,963
951 279
24 -

37,786 5,683
11,184 11,758

106,515 171,839
45,447 52,948

△ 16,537 △ 1,967
28,910 50,980
77,605 120,858
77,605 120,858

平成29年度平成28年度

2016年4月 １日から

2017年3月31日まで 2018年3月31日まで

2017年4月 １日から

経    常    収    益

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益
経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益
特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
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（連結財務諸表の作成方針） 

 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 7 社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社、

プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、プルデンシャル信託株式会社、ロックウ

ッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・ア

セット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・

ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組合であります。 

 

2. 連結される子会社及び子法人等の当連結会計年度の末日等に関する事項 

  連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー(日本支店)を営業者とする  

匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合及

びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組合の決算日

は１２月３１日であり、当連結会計年度の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して連結して

おります。 

 

３. のれんの償却に関する事項 

   のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(連結貸借対照表関係) 

 

1. 重要な会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原

価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。その他有価

証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建その他有価証券の

うち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以

外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）    

  定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（平成 28 年 3 月 31 日以前に取得した附属

設備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      

（4） 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

（5） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は０百万円であります。 
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（6） 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度については、退職給付に係る資産を計上しておりま

す。 

    退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。 

 

 
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

 
数理計算上の差異の処理年数  翌連結会計年度より５年～１０年 

 
過去勤務費用の処理年数 

５年又は１０年もしくは発生連結会計年度における一括費用

処理 
     

なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

（7） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会

計年度末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（8） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

（9） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、外貨建債券等に対

する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及び外貨建債券等のキャッシュ・フロー

のヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行っております。 

  なお、ヘッジの有効性の判定は、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フローの総額又は時価変

動を比較する比率分析によっております。 

 

(10) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては発生連結会計年度に費用処理しております。 

 

(11) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式に

より計算した金額を積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契

約について、追加責任準備金を４，４５４百万円積み立てております。 

 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契約

について、追加責任準備金を４１，１０９百万円積み立てております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計

算しております。なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向け８，０５７百

万円を積み立てております。 

これにより、標準責任準備金の対象契約については内閣総理大臣が定める方式（平成 8 年大蔵省告示

第 48 号）により計算した金額と同額を積み立てております。なお、標準責任準備金の対象とならない契約
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については平準純保険料式により計算した金額と同額の積み立てとなっております。 

 

(12) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

2. 会計上の変更 

プルデンシャル生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のうち債券の換算差額については、従来、評価

差額と同様に処理する方法を採用してきましたが、当連結会計年度より外国通貨による時価の変動に係る換算

差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理する方法に会計方針を変更しておりま

す。 

同社では、米国の最終親会社であるプルデンシャル・ファイナンシャル・インクを含むグループ会社にて流動

性リスク管理フレームワークが変更されたことに伴い、当連結会計年度において、同社が投資している外貨建有

価証券のうち債券の為替リスクのヘッジ手段である為替予約の決済集中リスクおよび短期キャッシュ・フローの

変動リスクを軽減するために、為替リスクの管理方針の変更に伴うヘッジ活動の見直しを行いました。当該活動

の見直しをより適切に連結計算書類に反映するため、当連結会計年度において上記の会計方針の変更を行っ

たものであります。 

当該会計方針の変更並びに関連するヘッジ会計への影響は遡及適用され、これらに伴う累積的影響額は当

連結会計年度の期首の純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、利益剰余金の遡及適用後の当期

首残高は 329 百万円減少しております。 

 

3. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、ALM（資産負債

総合管理）の観点から保険負債の特性にマッチする運用資産への投資を行っております。具体的には、安定

したキャッシュ・フローが得られる国債や信用度の高い発行体に対する確定利付資産を運用の中心に置き、

その他の確定利付資産・株式・不動産などへの投資を限定的に実行することで総合収益の向上を図っており

ます。なお、外貨建保険負債に対応するものを除いて、外貨建公社債等については、原則として、為替ヘッジ

を行っております。 

デリバティブ取引に関しては、(a)運用資産に係る市場リスク、(b)運用資産に係る信用リスク、(c)ALM 上の金

利リスクの各リスクのヘッジを目的として、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワップ、金利

スワップション及びクレジット・デフォルト・スワップを行っております。 

なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取引

は市場リスク及び信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、その他有価証券及び売買目的有価証券として保有する金融商品の市場リ

スク量を VaR(バリュー・アット・リスク)を用いて計測しております。また、責任準備金対応債券及び満期保有目

的の債券については、減損見込額を計測し市場リスク量に加算しております。 

信用リスクの管理に関しては、集中リスクに留意した保有限度額の設定と遵守状況のモニタリング・報告、与

信を伴う投融資の個別案件（投資一任契約に基づき行われる運用等は除く）ごとの審査・信用調査、VaR を用

いた信用リスク量の計測等を行っております。 

また、統合的リスク管理規程等において定められたリスク・リミットと VaR によるリスク量との比較等の規程の

遵守状況を定期的に執行役員会等に報告しております。 

デリバティブの内包するリスクは、市場リスクについては、現物資産と合わせて一元的に管理しております。

信用リスクのうち、デリバティブ取引の決済の確実性に関わるカウンター・パーティー・リスクの管理については、

信用度の高い取引先を選定することで行っております。 

特別勘定の資産運用にあたっては、国内外の株式・国内外の公社債・その他の有価証券等を運用対象に

分散投資を図り、特別勘定資産の着実な成長と中長期的観点にたった収益の確保を目指しております。また、

リスク分散の観点から、少数銘柄に偏ることなく、資産種類（株式・債券・外国証券・その他の有価証券等）及

びそれぞれの資産毎での分散投資を心掛け、バランスのとれた運用を行っております。 
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（2）  金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。 

（単位：百万円） 
  連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金  
３２６，３０３ 

 
３２６，３０３ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 ２２，４０５ ２４，２９５ １，８９０ 
 その他有価証券 ９，４１１ ９，４１１ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 ３２４，９３０ ３２４，９３０ - 
 満期保有目的の債券 ２０３，６１１ ２４６，３７４ ４２，７６３ 
 責任準備金対応債券 １０，３５７，７８９ １１，８８９，３８７ １，５３１，５９８ 
 その他有価証券 ３，２６８，８９３ ３，２６８，８９３ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ２８７，３３６ ２８７，３３６ - 
 一般貸付 １，１６９，８７７ １，１８９，７６９ １９，８９２ 
 貸倒引当金 △３８２ - - 
  １，４５６，８３１ １，４７７，１０６ ２０，２７５ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの ４５，０６４ ４５，０６４ - 
 ヘッジ会計が適用されているもの （９，５１６） （９，５１６） - 
（借入金）    
  （６，３５５） （１１，１３６） △４，７８１ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現金及び預貯金 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)に基づく有価証券と
して取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

３月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額は、３５６百万円、組合出資金等の

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額は２，２６９百万円であります。 

 
③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返
済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 
一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して

時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
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貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッ

シュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 

④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引、金利スワップション取引及び
クレジット・デフォルト・スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっておりま
す。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 
一部の連結子会社及び子法人等では、東京都その他の地域において賃貸等不動産を保有しております。

当連結会計年度末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は６６，４９６百万円、時価は１０４，４７
９百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づ
き社外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を加えたものを含む）であります。その
他の重要性が乏しい物件については、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算額を時価として
おります。 
また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は２８百万円であ

ります。 
 

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は２，０７８百

万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は２１４百万円、延滞債権額は１，７７８百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、８６百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6. 有形固定資産の減価償却累計額は５２，５７８百万円であります。 

 

7. 特別勘定の資産の額は２９４，６０８百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  

 

8. 繰延税金資産の総額は２０５，４２５百万円、繰延税金負債の総額は６５，０５８百万円であります。繰延税金

資産のうち評価性引当額として控除した額は５，７６７百万円であります。 

   繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金６７，１０１百万円、価格変動準備金６７，１１０

百万円及び退職給付に係る負債３０，２４２百万円であります。  

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額４６，７５０百万円であります。  
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9. 当連結会計年度における法定実効税率は３０．８６％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異の主な内訳は各社間税率差異による影響△２．６６％、のれん償却費を含む交際費

等永久差異による影響０．９２％、評価性引当金の変動による影響０．２６％であります。 

 

10. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1１. 担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７４５百万円であります。 

また、担保付債務の額はありません。 

 

12. １株当たりの純資産額は、６５３，２５２，５１６円５６銭であります。 

 

13. その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された永久劣後特約付借入金

６，３５５百万円を計上しております。 

  

14. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末における今後の

負担見積額は３３，１５９百万円であります。なお当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理し

ております。 

 

15. 責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額は１０，３５７，７８９百万円、時価は１１，８８９，３８７百

万円であります。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞ

れ小区分としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すなわち将来における一定期間内の保

険収支に基づくデュレーションを勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群について、当連結会

計年度末日現在の保有契約から今後４０年以内に生じると予測される、保険金・経費等のキャッシュ・アウトフ

ローと保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それらの金利感応度をコントロールすること

により、金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券のデュレーション及び資金配分を定めて

おり、また、四半期毎の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っております。 

上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１５．６

年、将来の保険料のデュレーションは９．０年、責任準備金対応債券のデュレーションは１８．２年となっており

ます。また、②ユーロ建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１５．９年、将来の保

険料のデュレーションは７．６年、責任準備金対応債券のデュレーションは１５．０年となっております。 

 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債

特性を持つ再保険契約を含む）③米ドル建保険ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）④米ドル

建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑤豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保

当連結会計年度期首現在高       ３３，９５７百万円 

当連結会計年度契約者配当金支払額 １２，５３０百万円 

利息による増加等 ２百万円 

契約者配当準備金繰入額 １１，７５８百万円 

その他による増加 ０百万円 

当連結会計年度末現在高 ３３，１８７百万円 
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険契約を含む）をそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、ALM（資産負債総合管理）運用の高度化の一環として、投資可能期間により重点をおいた金利リスク

管理を行うこととしました。小区分の特定について、当該管理との整合性を保つため、当連結会計年度におい

て次のファンドに対応する保険キャッシュ・フローの計測期間を投資可能期間に合わせて変更しております。 

円建年金ファンド（これらと同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）は従来保険期間満了までを対象として

おりましたが、一般ファンド（これらと同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）と同様に４０年以内に変更してお

ります。  

また、米ドル建保険ファンド（同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）、米ドル建年金ファンド（同じ負債特

性をもつ再保険契約を含む）及び豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性をもつ再保険契約を含む）についても、

従来保険期間満了までを対象としておりましたが、３０年以内に変更しております。この変更による連結計算書

類への影響はありません。 

発行者の信用状態が著しく悪化している債券について、当連結会計年度において責任準備金対応債券か

らその他有価証券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券が５１百万円、その他有価

証券評価差額金が３７百万円減少し、繰延税金資産が１４百万円増加しております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち円建保険契約群を小区分としております。 

小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内で

マッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、ALM（資産負債総合管理）運用の高度化の一環として、投資可能期間により重点をおいた金利リスク

管理を行うこととしました。当連結会計年度において、当該管理との整合性を保つため、従来の小区分の設定

において保険期間満了までを対象としていた保険キャッシュ・フローの計測期間を、投資可能期間に合わせ

て４０年以内に変更しております。 この変更による連結計算書類への影響はありません。 

  

16. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 
確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。 

 

(2) 確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 
退職給付債務の期首残高 １３５，３０９百万円 

  
勤務費用 ７，９３７百万円 

  
利息費用 １，００１百万円 

  
数理計算上の差異の発生額 ３，１８９百万円 

  
退職給付の支払額 △８，９９１百万円 

  
その他 ５４百万円 
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退職給付債務の期末残高 １３８，５００百万円 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 
年金資産の期首残高 ３３，９１２百万円 

  
期待運用収益 ５０８百万円 

  
数理計算上の差異の発生額 ２９２百万円 

  
退職給付の支払額 △２，８４９百万円 

 
年金資産の期末残高 ３１，８６４百万円 

 

③ 退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表 

 
積立型制度の退職給付債務 ３２，３３０百万円 

 
年金資産 △３1，８６４百万円 

  
４６５百万円 

 
非積立型制度の退職給付債務 １０６，１６９百万円 

 
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 １０６，６３５百万円 

 
退職給付に係る負債 １０７，９２９百万円 

 
退職給付に係る資産 △１，２９４百万円 

 
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 １０６，６３５百万円 

 
④ 退職給付に関連する損益 

 
勤務費用 ７，９３７百万円 

 
利息費用 １，００１百万円 

 
期待運用収益 △５０８百万円 

 
数理計算上の差異の費用処理額 １，１６７百万円 

 
過去勤務費用の費用処理額 １９百万円 

 
その他 ２５百万円 

 
確定給付制度に係る退職給付費用 ９，６４２百万円 

 

⑤ その他の包括利益等に計上された項目の内訳 

その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
数理計算上の差異 △１，７２９百万円 

 
過去勤務費用 １９百万円 

 
合計 △１，７１０百万円 

その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
未認識数理計算上の差異 △１０，３１２百万円 

 
未認識過去勤務費用 △２４百万円 

 
合計 △１０，３３６百万円 
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⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

 
債券 ６４％ 

 
生命保険一般勘定 ２８％ 

 
株式 ７％ 

 
現金及び預金 １％ 

 
合計 １００％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産

を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

 
割引率 ０．７４％～０．９０％ 

 
長期期待運用収益率 １．５０％ 

 

なお、簡便法を採用している親会社である当社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

 

 (3) 確定拠出制度 

  確定拠出制度に係る退職給付費用の額 

確定拠出制度への要拠出額は、４８０百万円であります。 

 

17. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの当期純利益は１３２，６６５，６０９円３２銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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